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１

１．整備計画検討の前提
となる概略計画の決定

①鉄軌道概略計画
・起終点の概ねの位置
・概ねのルート
・想定するシステム
・駅位置の考え方
・主な構造

②フィーダー交通ネット
ワークのあり方
③沿線市町村の役割

１．事業実施の前提 となる
整備計画の決定
・具体的なルート及び構造
・駅位置
・具体のシステム 等

２．事業の効果・影響の確認
・事業費、需要動向
・事業目的への寄与度
・費用便益分析、財務分析
・環境影響評価法に基づく

配慮書手続
等による効果・影響等の確認

１．概略設計

２．法手続き
①環境影響評価法に基づ
く手続き （事業アセス）
②鉄道事業法等に基づく
免許取得手続き
③都市計画決定
など

•法手続きに向け、必要用
地面積確認等のための詳
細検討を行う段階

•工事着手に必要な法手続
きを行う段階

•事業化判断を行うための
詳細検討を行う段階

•想定される複数の案から
詳細な検討を行う対象を
絞り込む段階

沖縄21世紀ビジョン

沖縄県総合交通体系
基本計画

構想段階 計画段階

概略設計

法手続き

工
事
着
手

事業を実施するかの判断

鉄軌道導入に向けた調整
・特例制度の創設
・整備主体の決定
・事業主体の決定

現在の取組

① 工事着手までの各段階の役割

１ 鉄軌道導入に向けた検討の流れと各段階の役割



２

② 沖縄鉄軌道計画案づくり（構想段階）における検討の流れ



３

③ 鉄軌道導入の目的



４



２ 比較評価について

５

① ７つのルート案と構造の想定



６

② ルート案の起終点及び延伸の検討について



・よりよい案を選定するためには、複数の案を設定し、幅広い視点で比較・検討を行うことが大切ですが、
全ての案を同時かつ詳細に検討することは、多くの時間や費用を要します。

・そのため、構想段階では、各案の比較優位性を確認することを中心に概略的な検討を行い、次の計画段階
で詳細・具体的な検討を行うための案を選んでいくことになります。

◆構想段階での評価は、各ルート案の比較優位性の確認を中心に検討。

◆利用者数などの数値は、計画段階以降の検討により、変動することが予想
される。

・構想段階では、具体的なシステムも決まっておらず、ルートも一定の幅を持っていることから、他事例な
どを参考に、駅数や工事単価等を仮定し、利用者数や事業費などを算出しています。

・そのため、利用者数等は、計画段階以降の詳細検討の際には、変動することが想定されます。

７

③ 構想段階における比較評価にあたっての留意事項



＜ 定量的評価結果 ＞

設定条件

鉄軌道を導入した場合
（With）

平成27年度内閣
府調査との比較

鉄軌道を導入
しない場合

（Without）

予測年次 ○平成42年（2030年） 内閣府調査と同じ。 同左

将来人口
フレーム

○将来推計人口
・国立社会保障・人口問題研究所（以下、「人口研」という。）
のH22国勢調査に基づく将来推計人口を設定。

（本島将来人口H42:129万人）

将来推計人口は内閣
府調査と同じ。

同左

将来の
観光需要
※本計画案策定
における将来の
観光需要予測

○入域観光客数：1,000万人を設定
（※H28年10月時点の平成33年度における県目標値と同値）
なお、平成29年3月16日付けで、本県における入域観光客数の

県目標値が上方修正されたことを踏まえ、1,200万人を想定した
ケースについても参考として試算する。

内閣府調査と同じ。 同左

バス
ゆいレール

○ネットワーク・運賃・運行本数等
現状（H28.2時点）と同等で設定

バス：競合路線の効
率化等を実施。
ゆいレール：運行本
数を6本/hと設定。

現況のバス路線＋
基幹バスを想定。
フィーダーバス路
線は設定しない。

鉄軌道 ○運賃：ゆいレール（沖縄都市モノレール）の運賃体系を仮に設
定。また、つくばエクスプレスの運賃体系を設定した
ケースについても参考として試算。

○運行本数：都市部はゆいレールと同等、郊外部は他事例から
都市部の1/3程度と設定

○所要時間：既存事例から駅間距離に対応した表定速度を想定し、
所要時間を算出

運賃：ゆいレールの
運賃水準を想定。
運行本数：市街地部、
郊外部ともゆいレー
ルと同等。
所要時間：運転曲線
に基づく表定速度。

設定しない。

８

① 定量的評価にあたっての設定条件について



・那覇～名護間については、いずれの案も概ね1時間となっており、現状（高速バスの場合）より24分～
34分の短縮が図られる。

・当該市町村が鉄軌道沿線上にある場合は、現状に比べ24分～71分の時間短縮が図られ、鉄軌道沿線上に
無い場合でも、26分～57分の時間短縮が図られる。

・各市町村まで60分で通勤・通学が可能な人口（圏域内人口）は、鉄軌道導入により、いずれの案も増加
する。特に、那覇市までの60分圏域内人口は、沖縄本島の人口の約80％～90％にまで増加する。

・当該市町村が鉄軌道沿線上にある場合、30分、60分圏域内人口は増加しており、特に、沖縄市、読谷村
では60分圏域内人口の増加量が大きい。

９

② 那覇～主要都市間の所要時間

③ ６０分で移動可能な圏域内人口



・那覇市～恩納村南部間については、北部西海岸を通るA案、B案、B派生案、C案、C派生案の場合、
45～50分の短縮が図られる。また、北部西海岸を通らないD案、D派生案もバスとの効率的な連携が
図られることにより、30分程度短縮する。

・那覇市～海洋博記念公園については、24分～34分の短縮が図られる。
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④ 那覇～主要観光地間の所要時間



鉄軌道の県民利用者数は、人口が多い沖縄市、うるま市を経由するルート案が多く、その中でも、北谷町
とその周辺の嘉手納町や読谷村からの利用者も見込まれるＣ派生案、Ｄ派生案が多い。

鉄軌道の観光客利用者数は、ルート案によって大きな差異は無いが、北部西海岸を通るルート案が若干多
い。

公共交通利用者数は、鉄軌道の導入により全体で40～55％程度増加し、鉄軌道の県民及び観光客利用
者数が共に多い、Ｃ派生案が最も多い。
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⑤ｰ1 鉄軌道の利用者数

⑤ 公共交通全体の利用者数（鉄道・モノレール・バスの合計）

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案 鉄軌道なし

鉄軌道利用者数 6.4
<5.7>

6.5
<5.8>

6.3
<5.6>

7.2
<6.5>

7.7
<6.8>

7.1
<6.5>

7.6
<6.8>

－

うち県民利用者数 5.7
<5.0>

5.9
<5.2>

5.7
<5.0>

6.6
<5.8>

7.0
<6.1>

6.6
<5.9>

7.0
<6.2>

－

うち観光客利用者数 0.7
<0.7>

0.6
<0.6>

0.6
<0.6>

0.6
<0.7>

0.7
<0.7>

0.5
<0.6>

0.6
<0.6>

－

（単位：万人／日）



バス利用者数については、ルート案によって大きな差異はなく、鉄軌道の導入によりバスを代表交通手段
として用いる利用者数は減少するものの、鉄軌道駅へのアクセス手段として用いる利用者があらわれるた
め、バス利用者全体としては4～5千人／日程度の増加が見込まれる。

ゆいレール利用者数については、ルート案によって大きな差異はなく、鉄軌道の導入により、ゆいレー
ルと鉄軌道を乗り継ぐ利用者があらわれることにより2～4千人／日程度の増加が見込まれる。
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⑤ｰ3 バスの利用者数

⑤ｰ2 ゆいレールの利用者数

（単位：万人／日）

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案 鉄軌道なし

ゆいレール利用者数 5.4
<5.5>

5.3
<5.4>

5.3
<5.5>

5.4
<5.5>

5.4
<5.5>

5.3
<5.4>

5.3
<5.4>

5.1

（単位：万人／日）

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案 鉄軌道なし

バス利用者数 10.6
<10.6>

10.6
<10.5>

10.6
<10.6>

10.6
<10.6>

10.6
<10.5>

10.6
<10.5>

10.6
<10.6>

10.1

うち代表交通手段 9.2
<9.3>

9.2
<9.2>

9.2
<9.3>

9.1
<9.2>

9.0
<9.1>

9.0
<9.1>

9.0
<9.1>

9.6

うち駅アクセス手段 1.4
<1.3>

1.4
<1.3>

1.4
<1.3>

1.5
<1.4>

1.6
<1.4>

1.6
<1.4>

1.6
<1.5>

0.5



※那覇～宜野湾は、国道58号ケース及び国道330号ケースがある。上段は国道330号ケース、下段< >は国道58号ケースを示している。

＜参考１＞前提条件が異なる場合の需要予測結果

○ 観光客1,200万人の場合の需要予測結果

入域観光客数を1,200万人（平成33年度の県目標値）と想定した場合の鉄軌道利用者数は、1,000万人
を想定したケースに比べ、1～2千人／日程度増加する。
ゆいレール及びバスの利用者数は、2～4千人／日程度増加する。

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案 鉄軌道なし

公共交通利用者数
（万人/日）

23.2
<22.5>

23.0
<22.5>

23.0
<22.4>

23.9
<23.3>

24.4
<23.7>

23.8
<23.2>

24.2
<23.7>

15.6

（うち駐留軍用地跡地にお
ける公共交通利用者数）

1.1
<1.1>

1.1
<1.1>

1.1
<1.1>

1.0
<1.1>

1.1
<1.1>

1.0
<1.1>

1.1
<1.1>

0.6

１．鉄軌道利用者数 6.6
<5.9>

6.6
<6.0>

6.5
<5.8>

7.4
<6.6>

7.8
<7.0>

7.3
<6.6>

7.7
<7.0>

－

県民利用者数 5.7
<5.0>

5.9
<5.2>

5.7
<5.0>

6.6
<5.8>

7.0
<6.1>

6.6
<5.9>

7.0
<6.2>

－

観光客利用者数 0.9
<0.9>

0.7
<0.8>

0.8
<0.8>

0.8
<0.8>

0.8
<0.9>

0.7
<0.7>

0.7
<0.8>

－

２．ゆいレール利用者数 5.7
<5.8>

5.5
<5.7>

5.6
<5.7>

5.6
<5.8>

5.6
<5.8>

5.5
<5.7>

5.5
<5.7>

5.2

３．バス利用者数 10.9
<10.8>

10.9
<10.8>

10.9
<10.9>

10.9
<10.9>

11.0
<10.9>

11.0
<10.9>

11.0
<11.0>

10.4

①代表交通手段 9.4
<9.5>

9.4
<9.5>

9.4
<9.5>

9.3
<9.4>

9.3
<9.4>

9.3
<9.4>

9.3
<9.4>

9.9

②駅アクセス手段 1.5
<1.3>

1.5
<1.3>

1.5
<1.4>

1.6
<1.5>

1.7
<1.5>

1.7
<1.5>

1.7
<1.6>

0.5

公共交通への利用転換量
（万人/日）

5.8
<5.3>

5.8
<5.3>

5.8
<5.2>

6.6
<6.0>

6.9
<6.3>

6.4
<5.9>

6.9
<6.3>

－
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A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案 鉄軌道なし

公共交通利用者数
（万人/日）

22.0
<21.2>

21.7
<21.2>

21.9
<21.1>

22.5
<21.9>

22.8
<22.3>

22.4
<21.9>

22.9
<22.1>

15.2

（うち駐留軍用地跡地にお
ける公共交通利用者数）

1.0
<1.1>

1.0
<1.1>

1.0
<1.1>

1.0
<1.0>

1.0
<1.1>

1.0
<1.0>

1.0
<1.1>

0.6

１．鉄軌道利用者数 6.1
<5.4>

6.0
<5.4>

6.0
<5.3>

6.7
<6.0>

7.0
<6.3>

6.6
<6.0>

7.0
<6.2>

－

県民利用者数 5.4
<4.7>

5.5
<4.8>

5.4
<4.7>

6.1
<5.4>

6.4
<5.6>

6.1
<5.4>

6.5
<5.6>

－

観光客利用者数 0.7
<0.7>

0.5
<0.6>

0.6
<0.6>

0.6
<0.6>

0.6
<0.7>

0.5
<0.6>

0.5
<0.6>

－

２．ゆいレール利用者数 5.4
<5.4>

5.3
<5.4>

5.3
<5.3>

5.3
<5.5>

5.3
<5.5>

5.3
<5.4>

5.3
<5.4>

5.1

３．バス利用者数 10.5
<10.4>

10.4
<10.4>

10.6
<10.5>

10.5
<10.4>

10.5
<10.5>

10.5
<10.5>

10.6
<10.5>

10.1

①代表交通手段 9.2
<9.2>

9.1
<9.2>

9.2
<9.2>

9.1
<9.1>

9.0
<9.1>

9.0
<9.1>

9.0
<9.1>

9.6

②駅アクセス手段 1.3
<1.2>

1.3
<1.2>

1.4
<1.3>

1.4
<1.3>

1.5
<1.4>

1.5
<1.4>

1.6
<1.4>

0.5

公共交通への利用転換量
（万人/日）

5.3
<4.8>

5.3
<4.8>

5.3
<4.8>

6.0
<5.4>

6.3
<5.7>

5.9
<5.4>

6.2
<5.6>

－

※那覇～宜野湾は、国道58号ケース及び国道330号ケースがある。上段は国道330号ケース、下段< >は国道58号ケースを示している。

つくばエクスプレス並運賃を仮に設定した場合の鉄軌道利用者数は、ゆいレール並運賃を設定した場合
に比べて運賃が高くなることにより、３～７千人／日程度減少すると予測される。
ゆいレール及びバスの利用者数は、鉄軌道との乗り継ぎや駅へのアクセスとして利用されているが、鉄
軌道の利用者数減に伴い、その利用分が若干減少している。

＜参考２＞つくばエクスプレス並運賃を仮に設定した場合の需要結果について
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⑥ 採算性分析



※那覇～宜野湾は、国道58号ケース及び国道330号ケースがある。結果についてはそれぞれ提示。
※単年度の収入・支出・減価償却費・税引後損益は、開業後40年間の平均値を示している。
※累積資金収支黒字転換年が「発散」となっているものは、累積赤字が拡大し続けることを示している。

C案、C派生案、D案、D派生案では330号経由と58号経由のいずれも40年以内に累積資金収支が黒字転
換する。

ただし、本検討では、上下分離方式の場合、整備新幹線の整備スキームで運行事業者が負担すべき費用のう
ち、貸付料を除く租税公課相当額のみを計上していることに留意が必要。

※< >無し：国道330号
< >有り：国道58号

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案

需要（万人/日） 6.6<5.9> 6.6<6.0> 6.5<5.8> 7.4<6.6> 7.8<7.0> 7.3<6.6> 7.7<7.0>

路線延長（km） 62 <63> 67 <67> 68 <69> 65 <66> 67 <68> 66 <67> 68 <69>

上
下
分
離
方
式

収入(億円／年) 57 <55> 56 <53> 56 <53> 66 <64> 70 <67> 64 <61> 67 <65>

支出(億円／年) 54 <56> 60 <62> 60 <62> 53 <54> 56 <57> 55 <56> 58 <58>

減価償却費(億円／年) 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4>

税引後損益(億円／年) -2 <-6> -8 <-13> -8 <-13> 6 <4> 6 <3> 3 <0> 3 <1>

導入後40年目の
累積資金収支(億円)

-39
<-204>

-305
<-488>

-310
<-493>

274
<170>

275
<165>

145
<39>

164
<58>

累積資金収支
黒字転換年

48年
<80年>

98年
<発散>

101年
<発散>

1年
<1年>

1年
<1年>

1年
<32年>

1年
<30年>

＜参考①＞入域観光客数1,200万人の場合の収支採算性の試算結果
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※那覇～宜野湾は、国道58号ケース及び国道330号ケースがある。結果についてはそれぞれ提示。
※単年度の収入・支出・減価償却費・税引後損益は、開業後40年間の平均値を示している。
※累積資金収支黒字転換年が「発散」となっているものは、累積赤字が拡大し続けることを示している。

C案およびC派生案では、330号経由の場合のみ、40年以内に累積資金収支が黒字転換する。

※< >無し：国道330号
< >有り：国道58号

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案

需要（万人/日） 6.1<5.4> 6.2<5.5> 6.1<5.4> 6.8<6.2> 7.2<6.5> 6.8<6.1> 7.2<6.5>

路線延長（km） 62 <63> 67 <67> 68 <69> 65 <66> 67 <68> 66 <67> 68 <69>

上
下
分
離
方
式

収入(億円／年) 51 <48> 50 <48> 50 <47> 60 <57> 62 <60> 58 <55> 61 <58>

支出(億円／年) 56 <58> 62 <64> 62 <64> 53 <55> 56 <58> 56 <57> 58 <60>

減価償却費(億円／年) 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4>

税引後損益(億円／年) -10 <-14> -16 <-21> -17 <-21> 1 <-2> 1 <-3> -3 <-7> -2 <-6>

導入後40年目の
累積資金収支(億円)

-367
<-546>

-620
<-800>

-640
<-819>

68
<-69>

61
<-85>

-87
<-253>

-66
<-233>

累積資金収支
黒字転換年

発散
<発散>

発散
<発散>

発散
<発散>

28年
<54年>

29年
<55年>

55年
<101年>

52年
<86年>

＜参考②＞需要5％減（収入5％減）の場合の収支採算性の試算結果
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※那覇～宜野湾は、国道58号ケース及び国道330号ケースがある。結果についてはそれぞれ提示。
※単年度の収入・支出・減価償却費・税引後損益は、開業後40年間の平均値を示している。
※累積資金収支黒字転換年が「発散」となっているものは、累積赤字が拡大し続けることを示している。

収入の減少が大きく、いずれのルート案でも累積資金収支は40年以内に黒字転換しない。

※< >無し：国道330号
< >有り：国道58号

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案

需要（万人/日） 5.8<5.1> 5.9<5.2> 5.8<5.1> 6.5<5.9> 6.8<6.1> 6.5<5.8> 6.8<6.1>

路線延長（km） 62 <63> 67 <67> 68 <69> 65 <66> 67 <68> 66 <67> 68 <69>

上
下
分
離
方
式

収入(億円／年) 48 <46> 48 <45> 47 <45> 56 <54> 59 <56> 55 <52> 58 <55>

支出(億円／年) 57 <59> 63 <65> 63 <65> 54 <56> 57 <59> 57 <59> 59 <61>

減価償却費(億円／年) 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4>

税引後損益(億円／年) -13 <-18> -20 <-24> -20 <-25> -2 <-6> -2 <-7> -7 <-11> -6 <-11>

導入後40年目の
累積資金収支(億円)

-514
<-686>

-766
<-939>

-784
<-956>

-58
<-220>

-74
<-244>

-241
<-411>

-226
<-399>

累積資金収支
黒字転換年

発散
<発散>

発散
<発散>

発散
<発散>

53年
<98年>

54年
<99年>

95年
<発散>

84年
<発散>

＜参考③＞需要10％減（収入10％減）の場合の収支採算性の試算結果
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※那覇～宜野湾は、国道58号ケース及び国道330号ケースがある。結果についてはそれぞれ提示。
※単年度の収入・支出・減価償却費・税引後損益は、開業後40年間の平均値を示している。
※累積資金収支黒字転換年が「発散」となっているものは、累積赤字が拡大し続けることを示している。

つくばエクスプレス並運賃を仮に設定した場合、需要は減るものの運賃が高いことにより、収入は基本ケー
スよりも多くなる。

上下分離方式の場合、C案およびC派生案では330号経由と58号経由のいずれも40年以内に累積資金収支
が黒字転換。D案およびD派生案では330号経由の場合のみ、40年以内に同収支が黒字転換する。

※< >無し：国道330号
< >有り：国道58号

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案

需要（万人/日） 6.1<5.4> 6.0<5.4> 6.0<5.3> 6.7<6.0> 7.0<6.3> 6.6<6.0> 7.0<6.2>

路線延長（km） 62 <63> 67 <67> 68 <69> 65 <66> 67 <68> 66 <67> 68 <69>

上
下
分
離
方
式

収入(億円／年) 55 <53> 54 <51> 54 <51> 64 <61> 67 <63> 62 <59> 65 <61>

支出(億円／年) 55 <57> 61 <63> 61 <62> 53 <54> 56 <57> 55 <56> 58 <59>

減価償却費(億円／年) 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4> 4 <4>

税引後損益(億円／年) -4 <-8> -11 <-16> -11 <-16> 5 <2> 4 <1> 1 <-2> 2 <-2>

導入後40年目の
累積資金収支(億円)

-129
<-311>

-423
<-611>

-421
<-604>

207
<98>

197
<70>

74
<-62>

86
<-69>

累積資金収支
黒字転換年

60年
<発散>

発散
<発散>

発散
<発散>

1年
<25年>

1年
<28年>

28年
<52年>

27年
<53年>

＜参考④＞つくばエクスプレス並運賃を仮に設定した場合の採算性について

19



20

⑦ 費用便益分析



⑧ 事業費及び事業期間

構想段階にあたる本計画検討は、概ねのルート等を検討する概略計画の段階であり、事業費については地
形図から構造等を想定し、他事例の工事単価を用いて概算している。

那覇～宜野湾区間については、国道330号及び国道58号ともに高架構造で拡幅を行う場合、用地補償費
が多額となるため、事業費が安価となる地下トンネルを想定し、試算を行った。

計画段階以降では、本計画検討で絞り込まれた案について、現場の状況等を詳細に把握した上で、経済的
観点等を含め検討を行っていくこととしており、事業費は変動が生じるものと想定される。

事業費が
上がる可能性

・地表10m以深での地下トンネルの施工にあたっては、琉球石灰岩による影響はほとんど無いもの
と想定しているが、深い層に琉球石灰岩が存在する区域が確認された場合は、補助工法に要する経
費が新たに必要となり、その規模によっては事業費に影響を与えるものと考えられる。

事業費が
下がる可能性

・跡地活用の場合、施工上の制約が少ないため、建設費の低減の可能性がある。

※下段はSENS採用時の
ルート毎事業費低減率

・本検討では、地下トンネル区間については、一般的なシールド工法による施工単価（他事例より）
を用いて試算しているが、SENS工法注)は、一般的なシールド工法に比べコスト縮減が可能であり、
採用が可能となった場合、事業費の低減が期待できる。

4%程度
3～4%

程度
3～4%

程度
7%程度

6～7%
程度

6～7％
程度

6%程度
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【留意事項】



① 事業性

＜ 定性的評価 ＞

構想段階のルート案は、一定の幅を持っていることから、地形・地質等の課題や環境影響評価等は、場所
を特定した定量的な評価が困難である。

そのため、文献等から影響が想定される地域の周辺環境等をマクロ的に捉え、重大な影響を及ぼすおそれ
や計画段階以降の具体的な検討にあたって留意・配慮すべき点がないか確認した。

22



② 環境への影響

23



【他事例の確認結果】

つくばエクスプレス（ＴＸ）について、新線整備前後での沿線住民のトリップ目的地の変化をみると、
都心と郊外、沿線地域において、通勤・通学、私事等の人の移動（日あたりトリップ数）の増加が確認
されたことから、ＴＸの整備により、地域間移動が増加していると考えられる。

③ 南北間の交流人口の増加

24

Ex1)TX整備前後の人の移動の変化
（つくば市↔東京23区） Ex2)TX整備前後の人の移動の変化

（つくば市↔TX沿線）

鉄軌道の導入による地域間移動の変化の可能性について、他事例及び県民・観光客アンケートにより確認。
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【アンケート分析の結果】

アンケート結果から、那覇と名護を１時間で結ぶ鉄軌道が導入された場合、フィーダー交通の充実な
ど条件が整えば、県民については、非日常の買物や観光・レジャーで、居住地以外の地域へも行きたい
という意向が増加することが確認された。

観光客については、鉄軌道ができたら行きたいところについて聞いたところ、観光地南部だけでなく、
北部、中部の観光地などより多くの観光地へ行くと思うとの意向が確認された。

事例及びアンケート結果より、那覇と名護を１時間で結ぶ鉄軌道が導入された場合、条件整備をあわ
せて行うことで、県民・観光客の交通手段や行き先の選択肢が広がり、北部・中部・南部の地域間移動
の機会が増加し、南北間の交流人口が増加する可能性が確認できた。 25

Ex1)鉄軌道導入による県民の非日常の行動の変化 Ex2)鉄軌道導入による観光客の行動の変化

まとめ

47.9%
32.9%

26.0%
20.2%

21.8%
20.0%

17.7%
20.2%

19.0%
14.1%

17.4%
13.1%

14.5%
15.2%

17.1%
15.8%

15.0%
11.1%

12.9%
13.7%
13.4%
14.0%

13.1%
12.5%

11.4%
11.0%

12.3%
11.5%

9.3%
11.5%

1.7%
6.8%

2.3%
5.6%

1.9%
3.6%

5.7%
2.0%

2.2%
6.8%

2.9%
7.1%

5.3%
3.6%

1.4%
2.2%

2.6%
6.4%

4.4%
3.5%

2.4%
1.8%

1.8%
2.2%

2.5%
2.7%
0.6%

1.4%
3.5%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

国際通り

海洋博公園（美ら海水族館）

首里城

オリオンビール工場

牧志公設市場

万座毛

やんばるの植物群落

ひめゆり平和祈念資料館

沖縄平和祈念公園

ブセナ海中公園

残波岬

ナゴパイナップルパーク

瀬底ビーチ

琉球村

沖縄アウトレットモールあしびなー

美浜アメリカンビレッジ

おきなわワールド文化王国・玉泉洞

ＯＫＩＮＡＷＡフルーツらんど

辺戸岬

今帰仁城跡

北谷公園サンセットビーチ

琉球ガラス村

真栄田岬

道の駅許田「やんばる物産センター」

美々ビーチいとまん

宜野湾海浜公園

斎場御嶽

波の上ビーチ

比地大滝

おもろまち

今後、訪問したい観光地

これまでの沖縄の交通の状況

では行こうと思わなかった観光

地で、鉄軌道ができたら行きた

いと思うところ

南部

中部

北部

47.3

27.6

14.3

15.3

13.4

39.2

22.6

26.0

50.6

42.5

16.5

36.6

30.2

46.3

35.1

42.1

70.1

24.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

現在

鉄軌道が出来たら

現在

鉄軌道が出来たら

現在

鉄軌道が出来たら

南部 中部 北部

南
部

中
部

北
部

居
住
地

観光・レジャーでの行先

中部、北部
に行きたい
割合が増
加

北部に行き
たい割合が
増加

南部、中部に
行きたい割合
が増加

85.2

34.4

16.5

36.5

10.0

34.3

14.5

49.9

83.0

45.9

33.2

56.1

0.3

15.6

0.5

17.6

56.7

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

現在

鉄軌道が出来たら

現在

鉄軌道が出来たら

現在

鉄軌道が出来たら

南部 中部 北部

南
部

中
部

北
部

居
住
地

非日常買物での行先

南部、中部に
行きたい割
合が増加

南部、北
部に行き
たい割合
が増加

中部、北
部に行き
たい割合
が増加

7.1%
6.8%
6.8%

6.4%
5.7%

5.6%
5.3%

4.4%
4.3%

4.0%
3.6%
3.6%
3.5%
3.5%

3.2%
3.2%
3.1%

2.9%
2.8%

2.7%
2.6%
2.5%
2.5%
2.4%
2.4%
2.4%
2.3%
2.3%
2.2%
2.2%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0% 8.0%

ナゴパイナップルパーク

海洋博公園（美ら海水族館）

ブセナ海中公園

ＯＫＩＮＡＷＡフルーツらんど

やんばるの植物群落

オリオンビール工場

瀬底ビーチ

辺戸岬

名護城公園

ＯＫＩＮＡＷＡゴーヤーパーク

万座毛

琉球村

今帰仁城跡

比地大滝

道の駅ゆいゆい国頭

慶佐次湾のヒルギ林

中城城跡

残波岬

ナゴパラダイス

宜野湾海浜公園

おきなわワールド文化王国・玉泉洞

ネオパークオキナワ

美々ビーチいとまん

勝連城跡

沖縄こどもの国

北谷公園サンセットビーチ

首里城

東南植物楽園

道の駅許田「やんばる物産センター」

美浜アメリカンビレッジ

鉄軌道ができ
たら行きたい
と思うところ

￬

北部や中部の
観光地が多い

図 「鉄軌道が整備された場合に行きたい観光地」のベスト30



④ 外出機会の増加

Ex)Tx整備前後の一人当たり私事トリップ数の変化（年齢層別）

鉄軌道の導入による外出機会の増加の可能性について、他事例の私事トリップの変化により、以下の通り
確認。

平成10年、20年とも鉄道沿線の一人あたりの私事トリップ数は、鉄道がない地域と比較して全体的に
多い傾向。
H10とH20と比較すると、東京圏においては、新線整備のない沿線地域、非沿線地域ともに一人あたり
の私事トリップ数は増加。これは社会的変化によるものと想定される。
H10～H20に開業した新線の沿線の一人あたりの私事トリップ数は、整備後に社会的変化以上に増加。
かつ、新線整備後（H20年時点）は、沿線地域のレベル付近まで増加していることが確認された。

【私事トリップ数の変化の比較(東京圏とH10～H20に開業した新線) 】
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事例から、那覇と名護を１時間で結ぶ鉄軌道が導入された場合、県民の交通手段や行き先の選択肢が広
がり、沿線住民、特に高齢者等の外出機会が増加する可能性があることが確認された。

27

【TX整備前後の一人当たり私事トリップ数の変化（年齢層別）】

まとめ

特に、TX沿線において、一人あたりの私事トリップ数の整備前後の変化について年齢階層別に確認する
と、高齢者（65歳以上）の一人あたりの私事トリップ数の増加が主な要因であると考えられ、交通手段
や行き先の選択肢が広がったことで新たに外出するようになるなど、新線整備により高齢者の外出機会
が増加している可能性があることが確認された。



抽出した鉄軌道による効果が期待されるまちづくりの主なテーマ

観光まちづくりへの寄与 駐留軍用地跡地の活性化 コンパクトなまちづくり支援

⑤ まちづくりへのインパクト

市町村のまちづくりの上位計画等を確認の上、各地域のまちづくりのテーマから、鉄軌道導入によるま
ちづくりへの寄与が期待される主なテーマを以下のとおり抽出し 、他地域の事例からその可能性を確認。

観光まちづくりへの寄与
鉄軌道の導入や駅から観光地までの２次交通の充実等により、各観

光地の魅力向上が図られれば、入込観光客数の増加など観光まちづく
りへの寄与が期待される。
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駐留軍用地跡地の活性化

コンパクトなまちづくり支援

鉄軌道の導入は、駅周辺に新たな開発需要等を生じさせる可能性が
あり、人口増加や雇用の創出など一定程度の経済効果により、駐留軍
用地の活性化に寄与することが期待される。

鉄軌道の導入とあわせて、駅周辺及び沿線地域の居住環境の改善や
都市機能の集積促進を行うことで、市町村のコンパクトなまちづくり
への寄与が期待される。
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鉄軌道の導入にあたっては、鉄軌道の整備とあわせて、より多くの人が、より快適に鉄軌道を利用できる環

境づくりが重要。

これまで寄せられた県民意見でも、駅と一体となった再開発（駅周辺の商業施設、ショッピングセンターの

設置等）、鉄軌道とバス等との乗り継ぎのしやすさを求める意見が多く寄せられており、沖縄の鉄軌道導入

にあたっては、駅周辺のまちづくり、既存公共交通の利用環境の改善は課題。

これら駅周辺のまちづくり等については、構想段階や計画段階、さらには開業以降においても、利用者、事

業者、市町村などがそれぞれの立場から取組に参画することが求められている。

特に、市町村においては、まちづくりの主体として、高齢社会や地球温暖化への対応、地域の活性化への取

組も含めた検討が必要であり、その役割は重要。

３ 今後、必要となる取組について

駅周辺のまちづくり

公共交通利用促進
の取組

にぎわいの場の形成

駅周辺の乗り継ぎ
利便性の向上

魅力的な駅づくり

駅周辺の商業等
の活性化

既存公共交通等の利便性の向上

公共交通利用への意識醸成

【利用促進のための主な取組】
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○ 駅周辺のまちづくり
・ にぎわいの場の形成

【寄せられた県民意見】
魅力的な駅づくりや駅と一体となった再開発（駅周辺の商業施設、ショッピングセンター等の設置等）を
求める意見
駅を拠点としたまちづくりによる商店街等地域の活性化が期待できるとする意見
交通弱者や観光客が利用しやすいよう駅のバリアフリー化、多言語化を求める意見

【 魅力的な駅づくり 】 【 駅周辺の商業等の活性化 】

駅や駅周辺はまちの顔となることから、地
域の歴史・文化等を踏まえた景観形成や駅の
デザイン、魅力的な駅づくりを図ることで、
人が集い、憩い、語らう場となることが期待
される。

駅とその周辺は、人の交流を促進し、まちのにぎわいを向上させる場所・空間として、一体的に捉えるこ
とができる。
にぎわいの場の形成のためには、地域と一体性のある場として、魅力的な駅づくりや駅周辺の商業等の活
性化、快適な歩行環境や緑・音環境の確保等に取り組むことが重要である。

駅に隣接する商店街・中心市街地等との連携による駅前等
でのイベントの実施、人と人との交流促進、にぎわいの場
の形成、快適な歩行環境や緑・音環境の確保等により、地
域の活性化が期待される。
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【寄せられた県民意見】
鉄軌道をつくるだけでなく、駅周辺の道路や歩道、駐車場、駐輪場等の整備なども行い、駅を中心に快
適に利用できるようにしてほしいとする意見
バスプールや駐車場等の整備により、鉄軌道と既存交通の乗り継ぎがしやすく、隅々まで行き届いた交
通サービスを求める意見
駅から目的地までのアクセスをスムーズに行えるよう、他公共交通機関等との連携等を求める意見

パーク＆ライド駐車場

○ 駅周辺のまちづくり
・ 駅周辺の乗り継ぎ利便性等の向上

駅とその周辺は、徒歩、自転車、バス、タクシー、送迎の自動車など多様な交通機関及び交通サービスが
集まるとともに、交通機関相互の乗り換え・乗り継ぎの場所（交通結節点）となっている。
交通結節点としての機能を効率的に発揮するためには、駅周辺において、利用者の移動利便性や乗り継ぎ
利便性の向上を図ることが重要。

駅周辺でのパーク＆ライド駐車場やバスベイ・タクシーベイ等を備えた駅前広場の設置等により、自動
車やバス、自転車での駅への結節性・アクセス性が向上し、徒歩圏だけでなく、鉄軌道を利用できる人や
地域が広がることが期待される。

駅前広場

【 駅周辺の乗り継ぎ利便性等の向上 】
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【寄せられた県民意見】
既存のバスなど公共交通の利用環境の改善、利便性の向上、運賃の低廉化等を求める意見
高齢者など交通弱者や自動車を持っていない人でも気軽に外出し、行動範囲が広がり、行きたいとこ
ろにいけるようにしてほしいとする意見

○ 公共交通の利用促進
・ 既存公共交通等の利便性の向上

鉄軌道の利用を促進するためには、フィーダー交通となるバスなど利便性の向上の取組も必要。
公共交通の利便性の向上に向けては、公共交通のサービス内容等の改善、利用環境の改善などを図るこ
とが重要。

主要なフィーダー交通であるバスの定時性の改善を図るバスレーンの設置や利用しやすいバス停の整備、
他交通機関との乗り継ぎ運賃割引の設定、わかりやすい情報提供等により、公共交通のサービス水準の向上
が図られ、高齢者など交通弱者の利用促進、利用者の満足度の向上が期待される。

【 既存公共交通等の利便性の向上 】
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○ 公共交通の利用促進
・ 公共交通利用の意識醸成

【寄せられた県民意見】
県民の意識改革、車の乗り入れ規制や公共交通利用促進のための取組により、車依存型社会からの脱却
が期待できる、車に過度に依存しない社会を求める意見

過度に自家用車に頼らず、かしこく車を使いながら公共交通もより多くの人が利用する社会に変えてい
くためには、鉄軌道やバスなど公共交通のメリットや、車を過度に利用することのデメリット（健康、
環境等）を県民や観光客に知ってもらうことが重要。

小学生など子供を対象としたバス利用促進のための取組、バスの利用改善状況等の情報提供など、より
公共交通を利用するライフスタイルへの転換に向けた意識醸成を図ることで、過度な自動車利用から公
共交通利用への転換が期待される。

【 公共交通利用の意識醸成 】
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・フィーダー交通については、それぞれの交通機関・各路線が個別に求められる役割を発揮しつつ、鉄軌道 を
基幹とする公共交通ネットワーク全体の視点から、相互補完の関係の中で利用者にとって利便性の高い交通
ネットワークを形成することが重要である。
・その形成にあたっては、地域のまちづくりビジョンや利用者ニーズ、公共交通の利用実態を踏まえた有機的
かつ効率的なネットワークのあり方や個々の路線に求められる機能・役割を明確化し、各路線に求められる運
行本数、交通システムなどを設定することが重要である。
・以下に、既存文献を参考に整理したフィーダー交通ネットワークを形成するにあたっての検討の視点を示す。

フィーダー交通ネットワーク形成にあたっての検討視点

（１）有機的・効率
的な運行を可能と
するネットワーク
の形成

①フィーダー交通の機能分離及び路線長の適正化に関する視点
・ 必要に応じて幹線的フィーダー交通と支線的フィーダー交通への機能分離（役割分担）を図ることにより、

地域特性や利用者ニーズにきめ細かく対応した様々な路線が有機的に連携し、一体的に機能するネット
ワークを形成することが可能となる。

・ また、遅延の原因となる長大路線については、利用実態を見極め最適化を検討することが望ましい。

②路線相互の効率的運行に関する視点
・ 特定区間・時間に多くの路線バスが集中することにより、非効率な運行とならないよう留意が必要。

③需要の少ない地域における交通ネットワークの最適化に関する視点
・ 市街地部と郊外を結ぶ一定の需要が無い区間については、路線の廃止等によりネットワークの崩壊（空白

地帯）を招かないよう留意が必要。
・ 特に集落が散在する農山村等については、生活パターンに応じたルート、ダイヤの設定等、地域住民の移

動性の確保が重要。

（２）ネットワーク
としての機能を発
揮しうる円滑な移
動環境の確保

①幹線的フィーダー交通（※輸送量の多いバス路線等）の定時性・速達性の確保に関する視点
・ 幹線的フィーダー交通については、潜在需要の喚起を図る観点から、必要に応じて、サービス水準向上が

求められる。

②シームレスな（※継ぎ目のない）サービスの提供に関する視点
・ 乗り継ぎ回数、乗り継ぎ時間、乗り継ぎに伴う運賃、待合環境等、乗り継ぎに伴う抵抗軽減を図る必要が

ある。

※参考文献：「よりよい地域公共交通ネットワークを形成するための提言書（平成２２年３月 バス路線網改善プログラム策定調査検討会）」
（第3章 バス交通ネットワーク形成のあり方） 35

② フィーダー交通ネットワークの構築について



（１） 有機的・効率的な運行を可能とするネットワークの形成
① フィーダー交通の機能分離及び路線長の適正化

＜参考＞フィーダー交通ネットワーク形成に向けた取組事例

一定の需要が存在する場合、目的地まで乗り換え無しで行くことができることが利用者にとって最も利便
性が高いが、一方で路線が長くなれば定時性を損ない、直行性のみを追求した路線網は複雑でわかりにく
くなる懸念がある。
定時性が確保され、利用者にとってもわかりやすく、有機的・効率的な交通ネットワークを形成するため
には、必要に応じて、利用実態や地域のニーズ等を踏まえ、フィーダー交通の機能を幹線と支線に分離す
ることが必要とされる。

取組主体 取組内容

明石市地域公共交通会
（明石市）

公共交通ネットワークにコミュニティバスの役割を明確に位置づけ、東西方向は鉄道、南北
方向は路線バス、コミュニティバスを位置づけ。

岐阜市総合交通協議会
（岐阜市）

・まちづくりと一体的に公共交通体系の整備を推進
・鉄道は広域交通をバス交通は主に市内の移動を担う
・利用者の多いバス路線を中心にBRTやﾊﾞｽ優先ﾚｰﾝの導入等の利用環境整備を積極的に実施
・地域住民が主体的に運営するｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの運行を行った

北設楽郡公共交通活性化協
議会（設楽町、東栄町、豊
根村）

隣接する３町村の連携により町営・村営バスの運行を一本化し、民間路線バスを含め路線を
「基幹バス」、「支線バス」、「予約バス」等に分類し、役割を明確化。

参考事例
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出典：国土交通省 http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000042.html
※出典の資料を基に沖縄県で整理

・時代の変化に応じた交通体系を構築するため、公共交通ネットワークにコミュニティバスの役割を明確に
位置づけ

・東西方向は鉄道、南北方向は路線バス、コミュニティバスを位置づけ
・Tacoバス（コミュニテイバス）の利用者が平成20年度から42％アップし、利用者が102万人となった。

○取組事例（明石市）

（取組みの概要）
１．明石市の交通ﾈｯﾄﾜｰｸにｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽを位置づけ ３．多様な利便性向上と利用促進策の実施（PDCA）

２．数値目標、路線見直し基準を設定

・目標：Tacoバス利用者100万人/年

・路線見直し基準

収支率の 50％（Tacoﾊﾞｽ）、
20％（Tacoﾊﾞｽﾐﾆ）

・路線改廃スキームを確立

・路線見直しや廃止手順を明確化
・各路線の評価は１年ごとに実施
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② 路線相互の効率的運行

特定区間・時間に多くの路線が集中することにより、運行経費の増等非効率的な運行となることが懸念さ
れる。
そのため、持続的かつ効率的な運行を図る観点から、必要に応じて、路線が輻輳（※）する区間の再編等
に取り組む必要がある。
（※物事がひとところに集中すること）

取組主体 取組内容

福山市 乗継ポイントを起点に市中心部までの路線を「幹線」、乗継ポイントから周辺地域への路線
を「支線」に役割分担するゾーンバスシステムを導入。

八戸市地域公共交通会議
（八戸市）

事業者間で協議・調整できる場を提供することにより、複数事業者が輻輳していた区間を共
同運行にし、10分間隔で運行出来るようサービスレベルを向上させた。

参考事例
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ゾーンバスシステムの導入による路線再編（福山市）
【サービス内容】

運行地域のバス交通の拠点となる乗継ポイント（中国中央病院）
を設定し、乗継ポイントを起点に市中心部までの路線を「幹線」、
乗継ポイントから周辺地域への路線を「支線」に役割分担するゾー
ンバスシステムを導入し、路線再編を実施した。

幹線バス路線についてはバス事業者の自主運行路線、支線バス路
線（５路線）については市の委託運行路線として維持（廃止前の運
行事業者に依頼）

【工夫、留意点】
・地域住民の意見・要望事項について、代表者（町内会長等）を
通じて、運行開始及び導入後に協議し、必要に応じて運行時刻や
経路を見直している。（ほぼ半年毎）
・支線バス路線において、実施可能な区間を対象としたフリー乗
降制を導入した。

【導入の効果】
・年間利用者は、導入初年度の平成18年度に比べ、平成20年度は
約18％増加した。

【課題】
・一部区間を並行するJR福塩線とは連携していないこと
（平成21年度現在） 出典：国土交通省「地域におけるバスネットワーク整備に関する取組みについて」

http://www.mlit.go.jp/common/000115798.pdf
※出典の資料を基に沖縄県で整理

・需要の少ない地域の交通手段を維持するため、乗継ポイントを設定し、市街地における輻輳したバス路線
を幹線と支線に再編し、運行経費の圧縮を図った。

・年間利用者は、導入初年度の平成18年度に比べ、平成20年度は約18％増加した。

○取組事例（福山市）
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③ 需要の少ない地域における交通ネットワークの最適化

集落が散在し、一定の需要が無い区間において、公共交通ネットワークが欠けることは、地域住民の移動
性を低下させ、生活に影響が生じる。
需要の少ない地域については、持続性という観点から採算性にも留意しつつ、地域住民の生活パターン
（通勤・通学、通院、買いもの等）に応じた運行ルート、ダイヤの設定等、地域住民の生活ニーズを最低
限保障できるサービス水準を確保することが求められる。

取組主体 取組内容

八女市地域公共交通協議会
（八女市）

広域移動を可能にする幹線バス路線バス２系統と、そこに接続する「予約型乗合タクシー」
の連携によって、交通空白地域を解消

倉敷市地域公共交通会議
（倉敷市）

NPOによる乗合タクシーの導入を実現し、交通空白地域の解消、P＆R（パーク＆ライド）
の駐車場やC＆R（サイクル＆ライド）の駐輪場を整備

参考事例
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出典：国土交通省 http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000042.html
※出典の資料を基に沖縄県で整理

・広域移動を可能にする幹線バス路線バス２系統と、そこに接続する「予約型乗合タクシー」の連携によっ
て、交通空白地域を解消

・乗合率を高め、効率的な運行システムを目指すととともに、ほぼ同じ経費で大幅ｻｰﾋﾞｽアップを実現
・運賃を値上げしたが、年間の利用者数は増加
・利用者の80％が「暮らしが便利になった」、38％が「外出機会が増えた」と回答

○取組事例（八女市）

○事業内容
１．幹線路線バスを維持し、予約型の乗合タクシーの運行

２．導入前と同等程度の経費で飛躍的な成果
・運賃（無料～100円→300円）を値上げしたが、年間利用
者は増加しており、目標も達成している。

３．乗合タクシーの利用促進
・住民との対話を重要視し、住民説明会を実施
・市内の主な病院や商業施設を訪問しポスター掲示や利用者の
サポート（予約代行等）を依頼

４．市民が生活の質の向上を実感
・平成24年7月の九州北部豪雨で幹線道路が寸断され、路線バ
スが運休した時も、乗合タクシーは1日も休まず運行し、災害
にも強く市民生活の安心安全を支える乗り物としても高い評
価を得ている。
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幹線的フィーダー交通は、鉄軌道と一体となった公共交通軸を形成するとともに、必要に応じて、潜在需
要の喚起を図るため、高いサービス水準を確保することが求められる。
高いサービス水準を確保するためには、定時性・速達性の確保に向けた走行環境の整備、多様な利用目的
に応じた高い運行頻度の確保が必要となる。

取組主体 取組内容

盛岡市 住宅地を運行する支線バスと市中心部へ向かう基幹バス（バス専用レーンを走行）、途中に
設置するミニバスターミナルで乗り換えるゾーンバスシステムを導入し、利便性を向上。

かしてつ沿線地域公共交通
戦略会議
（石岡市・小美玉市）

廃線となった鹿島鉄道跡地をバス専用道として有効活用し、旧鹿島鉄道と同等のサービスが
行えるようなＢＲＴを導入し、定時性と速達性を確保した公共交通を実現。

藤沢市 駅から大学までの幹線路線には、輸送力増強、交通渋滞解消のため低床連節バスを導入、大
学から先の公共交通不便地域には、支線路線として、小型ノンステップバスを導入。

参考事例

（２） ネットワークとしての機能を発揮しうる円滑な移動環境の確保
① 幹線的フィーダー交通の定時性・速達性の確保
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・盛岡市では、郊外から都市中心部へのマイカー通勤者の増大で朝夕の交通渋滞が激しさを増し、バスの走
行環境が悪化、更にバス利用者が減少するという悪循環に陥っていた。

・そこで、主に住宅地を運行する支線バスと市中心部へ向かう基幹バスから成り立ち、途中に設置するミニ
バスターミナルで乗り換えるゾーンバスシステムを導入

・都心部では循環バス「でんでんむし」を設定して、盛岡駅を起点とした5 つの中心商店街を結ぶ循環路線
を設定

・基幹バス区間については、速達性と定時性を高めるため、市道に設置されていたバス専用レーンを延伸
・利用者の乗継ぎのデメリット感を緩和するため、乗継割引運賃を設定
・オムニバスタウン（※）導入後の盛岡市の利用者数は下げ止まりの傾向を示している。

出典：国土交通省 http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/pdf/008_morioka.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/000056849.pdf

岩手県交通 http://iwatekenkotsu.co.jp/denden-annai.html
※出典の資料を基に沖縄県で整理

都心循環バス（でんでんむし）

実施年度

ﾊﾞｽ利用
者減少

ﾊﾞｽ利用者が
下げ止まる

○取組事例（盛岡市）

※オムニバスタウンとは、平成9年
に運輸省・建設省、警察庁によっ
て開始された補助制度で、指定さ
れた市ではバスの利用促進のため
の総合対策事業が行われる。
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② シームレスなサービスの提供

公共交通がネットワークとして機能するためには、路線相互間及び他の交通手段との乗り継ぎ時に発生す
る乗り換え抵抗（乗り継ぎ回数、乗り継ぎ時間、乗り継ぎに伴う運賃負担等）をできる限り小さくするこ
とが重要である。

取組主体 取組内容

富山ライトレール

（富山市）

鉄軌道の運行にあわせたフィーダー交通のダイヤ設定及びICを用いた乗継割引の導入

イーグルバス株式会社

（ときがわ町）

バスセンターを新たに設置し、すべての系統のバスを同センター発着とし、同センターに、
各方面から同時刻に到着し、各方面へ向けて同時刻に発車できるようダイヤを設定

参考事例

44



ICカードの場合、現
金での支払いに比べ、
120円の割引

※乗換待ち時間のほとんどが３～６分となっている。

出典：ポートラム http://www.t-lr.co.jp/index.html
※出典の資料を基に沖縄県で整理

富山ライトレール

フィーダーバス

・富山ライトレールの駅に路線バス（フィーダーバス）が接続し、ライトレールの運行時刻に合わせて発着し
ている。 またPassca(ICカード)を用いることにより、乗継割引が適用される。

○取組事例（富山市）
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③ 駅位置の検討の視点

・駅は、周辺の立地状況（土地利用）や利用者ニーズ等から求められる機能を踏まえ、その機能を配置する
ために必要な用地を確保でき、かつその機能を発揮できる（ポテンシャルを有する）場所に設置すること
が重要。

・計画段階以降、具体的な駅位置の検討を行う場合は、利用者の属性や周辺の土地利用、集客施設等の立地
状況等を踏まえつつ、必要な機能及び規模について検討を行い、適正な場所を選定することが重要。
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駅のタイプ 利用者属性、周辺環境 想定される駅機能（施設等）（イメージ）

都
市
部

都心 ・業務地等の人口密集地域となっており、集客施設が多数
立地・複数の交通機関が集中

・乗降客が多く、都心居住者以外にも都心に通勤する人や
業務、私事目的利用者等広域の移動者も多数利用

・集客施設も立地していることから、駅利用者以外も利用
することが多い。

【乗り換え機能】交通広場の設置 等
【拠点形成機能】待ち合わせスペースの設置、

各種交流・サービス機能の充実
各種施設間の移動を支援する情報機能等

【ランドマーク機能】駅前広場等を含めた開発等による都市イメー
ジ向上等

都心
近郊

・商業、業務及び住宅地が混在した地域の中で一定の人口
が集積

・通勤流動等、都心へ向かうために利用されることが多く、
駅周辺居住者の利用が主となる。

・鉄軌道駅と住宅地や地域の生活拠点（公共施設、商業施
設等）、中心市街地等が結ばれ、乗換を目的としたバス
路線が主

【乗り換え機能】バスや自動車の乗降場や駐輪場の設置、
駅アクセス道路の整備 等

【拠点形成機能】 憩い・集いの場としての交流機能の拡充 など
【ランドマーク機能】地区内での拠点整備、

駅前広場等による景観整備 等

郊外

・都心近郊に位置する駅と同様、通勤流動等、都心へ向か
うために利用されることが多いが、私事等で郊外と都心
を行き来する利用も見られる。

・バス等の交通サービスは、都心近郊に比べ必ずしも良好
ではなく、パーク＆ライド等、自動車交通とリンクした
利用のされ方も見られる。

【乗り換え機能】駅へのアクセス路や駐車場、駐輪場の整備
バスや自動車の乗降場の整備 等

【拠点形成機能】憩い・集いの場としての交流機能の拡充
【ランドマーク機能】地区内での拠点整備

駅及びその周辺を含めた地域等性を踏まえ
総合的な景観を形成 等

観光・歴史
的地域

・地域住民の通勤通学等の利用のみならず、観光等で訪れ
る客も多数利用

・観光客等は複数の交通機関を利用。

【乗り換え機能】駅へのアクセス路や駐車場、駐輪場の整備
バスや自動車の乗降場の整備 等

【拠点形成機能】各観光施設への移動並びに位置案内等を支援
する情報提供等の充実 等

【ランドマーク機能】地域の玄関口、地域の顔としての駅舎、駅前
広場、周辺施設を含めた総合的な景観形 等



秋葉原駅（JR東日本、つくばエクスプレス、東京メトロ）

＜参考＞駅のタイプ別事例
○ 都市部（都心）

・秋葉原駅は、東京都千代田区（H29.2.1現在 人口59,111人）にある。
・乗車人員は、JR東日本で24.4万人/日、つくばエクスプレス（以下、TX）で6.1万人/日注１ 、東京メト
ロで、6.2万人/日となっている。

・JR東日本、TX、東京メトロの秋葉原駅は隣接し、乗換に配慮された位置に設置されている。
・またTX秋葉原駅周辺には、駅前広場も設置され、バスやタクシー等との乗換にも配慮がされている。
・周辺には、商業ビルが多数あり、駅と周辺が一体となり賑わいの場を創出している。

TX秋葉原駅

つくばエクスプレス駅周辺に商業・業務ビルが集積

東京メトロ

JR東日本（総武線）

都営地下鉄

タクシープール
バス乗り場

TX秋葉原駅

出典：Google 注１）公表されている値が乗降人員であるため、乗降人員を1/2して、乗車人員とした。

JR東日本（山手線、
京浜東北線） 47



・高田駅は、神奈川県横浜市港北区（H29.2.1現在 人口341,269人）にあり、乗車人員0.8万人/日の地下
駅である。

・第一出口を出た先に駅前広場が設置されており、バス・タクシー等の乗換がしやすいようになっている。
・駅周辺には、住宅地が広がり、歩いて生活できる市街地が形成されている。

高田駅（横浜市営地下鉄）

○ 都市部（都心近郊）

横浜市営地下鉄

駅周辺に住宅地が広がっている

バス乗り場
タクシー乗り場

高田駅

高田駅

駐車場

高田駅第一出口 駅前広場
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・智頭駅は、鳥取県八頭郡智頭町（H29.1.1現在 人口17,679人）にあり、智頭急行とＪＲ西日本の接続
駅である。

・駅前には、バス乗り場、タクシー乗り場、駐車場が設けられ、他の交通機関との接続に配慮がされてい
る。

・また、周辺には、智頭町役場や総合案内所があり、駅と周辺施設が一体となった地域拠点を形成してい
る。

智頭駅（智頭急行、JR西日本）

○ 郊外

智頭急行・JR西日本

智頭駅

智頭駅

智頭駅前

タクシープール
駐車場

バス乗り場

智頭町役場

総合案内所
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ハウステンボス駅（JR九州）

・ハウステンボス駅は、長崎県佐世保市にあり、乗車人員0.2万人/日である。
・周辺には、大型リゾート施設ハウステンボスや大型ホテルが立地し、リゾート観光拠点を形成している。

ハウステンボス駅

JR九州

ﾊｳｽﾃﾝﾎﾞｽにつながる通路

ハウステンボス駅

ﾊｳｽﾃﾝﾎﾞｽ

○ 観光・歴史的地域
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官民複合施設と一体となった整備（高岡駅）

・高岡駅は、富山県高岡市（H29.2.1現在 人口174,074人）にあり、乗車人員は7.1万人/日となっている。
・ウイング・ウイング高岡は、高岡駅前西第一街区第一種市街地再開発事業として、平成16年に高岡駅前
に建設され、高岡駅と連絡通路で接続。

・管理運営は、高岡市第三セクター会社の末広開発（株）が行っている。
・公共施設と民間施設が入居している複合施設で、高岡市立中央図書館や県立志貴野高校、高岡市生涯学
習センター、富山県民生涯学習カレッジ等の教育関連施設、文化交流施設のほか、ホテル、企業、飲食店
等が入居し、拠点形成機能、ランドマークとしての機能を発揮している。

出典：末広開発株式会社
http://www.suehirokaihatu.co.jp/floormap/index.html
http://www.suehirokaihatu.co.jp/info/index.html

高岡駅

ウイング・ウイング高岡

＜参考2＞駅と複合施設等が一体的に整備された事例
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官民複合施設と一体となった整備（山形駅）

・山形駅は、山形県山形市（H29.2.1現在 人口252,977人）にあり、乗車人員は1.1万人/日
となっている。

・霞城セントラルは、山形地区都市拠点総合整備事業として、平成13年に山形駅西口地区に
建設され、連絡通路で山形駅と接続。

・管理運営は、民間開発会社（山形新都心開発株式会社）が行っている。
・24階立てであり、県都山形市のシンボルタワーとなっている。
・公共施設と民間施設が入居している複合施設で、山形県すまい情報センターや山形市市民
課証明コーナー等の市民サービス窓口、県立霞城学園高校や山形県産業科学館等の教育関連
施設のほか、ホテル、企業、各種店舗が入居し、拠点形成機能、ランドマークとしての機能
を発揮している。

出典：霞城セントラル
http://kajocentral.com/img/top/pamphlet.pdf

山形駅

霞城セントラル
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○ 病院と一体となった整備（大岡山駅）

・大岡山駅は、東京都大田区（H29.2.1現在 人口717,377人）にあり、乗車人員は2.5万人/日となってい
る。

・ 平成19年に東急目黒線・大井町線大岡山駅に近接していた東急病院が、線路の地下化に伴い同駅上部に
新築された５階建ての施設に移転。駅上部に病院を開設するのは日本で初めてである。

・駅上部を病院として利用する際は、医療行為に支障を来さないよう、振動対策が重要であるが、大岡山
駅は、コイルばね防振装置を線路の下に設置しており、上部を病院として利用可能な構造となっている。

・東京急行電鉄株式会社が経営を行っている企業立病院であり、都市機能を支援する機能を発揮している。

出典：東急電鉄
http://www.tokyu.co.jp/file/061019.pdf

出典：東急建設
http://www.tokyu-cnst.co.jp/works/419.html
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○ 体育館（バスケットアリーナ）と一体となった整備（秋田駅）

・秋田駅は、秋田県秋田市（H29.2.1現在 人口312,902人）にあり、乗車人員は1.1万人/日となっている。
・中心市街地の活性化を図る官民連携による取組の一環として、ＪＲ東日本秋田支社は、秋田駅東口に、
「ＪＲ秋田ゲートアリーナ計画（仮称）」を進めており、閉鎖的な空間になりがちな体育館を、都市に開
かれた形で開放的に整備し、新幹線や沿道を客席と見立てた今までにないアリーナを目指している。
・また、クリニックや子育て支援施設を一体的に整備し、秋田の玄関口として健康、スポーツを発信する
とともに、３世代が元気に暮らせるプラチナタウン、秋田の活性化に繋げることとし、拠点形成機能、ラ
ンドマークとしての機能の発揮が期待される。

出典：JR東日本
https://www.jreast.co.jp/akita/press/pdf/20170316-1.pdf

１ 計画概要
名 称：ＪＲ秋田ゲートアリーナ（仮称）
計 画 地：秋田駅東口（現秋田駅こまち駐車場の一

部）
土地面積：約5,900 ㎡
延床面積：約3,500 ㎡
構造規模：ＲＣ造＋Ｓ造＋木造、3 階建
用 途：体育館（バスケットコート２面）

子育て支援施設、店舗等
設計監理：ジェイアール東日本建築設計事務所
環境デザイン研究所

２ スケジュール
2018 年夏ごろ 着工
2019 年冬 完成予定
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４ 鉄軌道が県民の足として利用され続けるために大切なこと
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鉄軌道が沖縄県の公共交通として利用され続けるためには、鉄軌道の便利なところや不便なところ、また、
すでに鉄軌道が導入されている他県の状況について事前に把握し、自動車と鉄軌道等の公共交通機関を賢く
使い分けて利用することが大切です。


